
○
複
雑

化
・

多
様
化
す

る
社
会
的
課
題
解
決
の

取
組
に

民
間
の
人

材
や

資
金
を

呼
び
込
み
、
民
間
の
公
益
活
動
の

活
性
化

を
図
る

た
め

、
社
会

的
価
値
の
創
造
に
意
欲
的
に
取
り

組
む
団

体
の
活

動
の

成
果
を

可
視
化
す
る
「
社
会
的
イ
ン
パ

ク
ト
評
価

」
の
普

及
を

図
り
ま

す
。

○
社

会
的
課

題
解
決
に

積
極
的
に
取
り
組
む
Ｎ
Ｐ

Ｏ
法

人
や
社
会

的
企

業
等
の

う
ち
、
組
織
成
長
や
外
部
資
源

獲
得

に
意

欲
の
あ

る
現

場
団
体

に
対
し
、
自
ら
の
事
業
活
動
が

生
み

出
す

成
果
を

明
ら

か
に
す

る
「
ロ
ジ
ッ
ク
・
モ
デ
ル
」
の

作
成

を
支

援
し
、

事
業

の
改
善

・
組
織
力
強
化
に
つ
な
げ
て
い

き
ま

す
。

ま
た
、

中
間

支
援
団

体
内
部
の
評
価
の
専
門
家
育
成

も
あ

わ
せ

て
行
い

ま
す

。
○

作
成

さ
れ

た
ロ
ジ
ッ

ク
モ
デ
ル
を
整
理
し
、
好

事
例

を
広
く
Ｐ

Ｒ
す

る
こ
と

に
よ
り
、
社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト

評
価

の
普

及
・
拡

大
に

つ
な
げ

ま
す
。

社
会

的
イ

ン
パ

ク
ト

評
価

普
及

促
進

事
業

費
（

内
閣

府
政

策
統

括
官

（
経

済
社

会
シ

ス
テ

ム
担

当
）

付
参

事
官

（
共

助
社

会
づ

く
り

推
進

担
当

）
）

２
８

年
度

補
正

要
求

額
０

.５
億

円
（

新
規

）

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

資
金

の
流

れ

○
社

会
的
価

値
の
創
造
に
意
欲
的
に
取
り
組
む
団
体
の
活
動
の
成

果
を

可
視
化

す
る
「
社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
評
価
」
の
普
及
を
図

り
、

一
億
総

活
躍
社
会
の
実
現
に
不
可
欠
な
民
間
の
公
益
活
動

の
活

性
化
に

つ
が
な
り
ま
す
。

期
待

さ
れ

る
効

果

国

民
間
団

体
調
査
費

中
間
支

援
団

体

・
民
間
団
体

と
連

携
し
、
現

場
団

体
へ
の
実
践
研

修
を
実

施
好
事
例
の

発
信
、
蓄
積

委
託

中
間
支
援
機
能

の
強
化

評
価
実
践
に

よ
る
事
業
改
善
、

組
織
力
強
化

・
研
修
計
画
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

策
定

・
各
地
域
の
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
の

確
保

・
評
価
人
材
育

成
研

修
の

実
施

民
間

団
体

各
地
の
中

間
支

援
団

体

国
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○
複
雑

化
・

多
様
化
す

る
社
会
的
課
題
解
決
の

取
組
に

民
間
の
人

材
や

資
金
を

呼
び
込
み
、
民
間
の
公
益
活
動
の

活
性
化

を
図
る

た
め

、
社
会

的
価
値
の
創
造
に
意
欲
的
に
取
り

組
む
団

体
の
活

動
の

成
果
を

可
視
化
す
る
「
社
会
的
イ
ン
パ
ク

ト
評
価

」
の
実

践
を

通
じ
た

普
及
を
図
り
ま
す
。

○
社

会
的
課

題
解
決
に
積
極
的
に
取
り
組
む
Ｎ

Ｐ
Ｏ
法

人
や
社
会

的
企

業
等
の

う
ち
、
組
織
成
長
や
外
部
資
源
獲

得
に
意

欲
の
あ

る
現

場
団
体

に
対
し
、
社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
評

価
の
実

践
を
支

援
し

、
事
業

の
改
善
・
組
織
力
強
化
に
つ
な
げ

て
い
き

ま
す
。

ま
た

、
中
間

支
援
団
体
内
部
の
評
価
の
専
門
家

育
成
も

併
せ
て

行
い

ま
す
。

○
ア

ド
バ
イ

ザ
ー
の
助
言
を
得
て
、
好
事
例
を

抽
出
・

整
理
し
、

広
く

Ｐ
Ｒ
す

る
こ
と
に
よ
り
、
事
例
の
蓄
積
を

図
り
、

社
会
的

イ
ン

パ
ク
ト

評
価
の
普
及
・
拡
大
を
図
り
ま

す
。

市
民

活
動

の
担

い
手

の
運

営
力

強
化

に
必

要
な

経
費

（
内

閣
府

政
策

統
括

官
（

経
済

社
会

シ
ス

テ
ム

担
当

）
付

参
事

官
（

共
助

社
会

づ
く

り
推

進
担

当
）

）

２
９

年
度

概
算

決
定

額
０

.２
億

円

事
業

概
要

・
目

的
事

業
イ

メ
ー

ジ
・

具
体

例

資
金

の
流

れ

○
社

会
的
価

値
の
創
造
に
意
欲
的
に
取
り
組
む
団
体
の
活
動
の
成

果
を

可
視
化

す
る
「
社
会
的
イ
ン
パ
ク
ト
評
価
」
の
普
及
を
図

り
、

一
億
総

活
躍
社
会
の
実
現
に
不
可
欠
な
民
間
の
公
益
活
動

の
活

性
化
に

つ
な
が
り
ま
す
。

期
待

さ
れ

る
効

果

国

民
間
団

体
調
査
費

中
間
支

援
団

体

・
民
間
団
体

と
連

携
し
、
現

場
団

体
へ
の
実
践
研

修
を
実

施
好
事
例
の

発
信
、
蓄
積

委
託

中
間
支
援
機
能

の
強
化

評
価
実
践
に

よ
る
事
業
改
善
、

組
織
力
強
化

・
研
修
計
画
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の

策
定

・
各
地
域
の
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
の

確
保

・
評
価
人
材
育

成
研

修
の

実
施

民
間

団
体

各
地
の
中

間
支

援
団

体

国

活
動
の
可
視
化
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改正特定非営利活動促進法の施行に向けた準備状況について 

 

平成 29年３月 

内閣府共助社会づくり推進担当 

 

 

１．施行スケジュール 
 

平成28年 ６月７日 改正ＮＰＯ法 公布 

 12月７日 改正ＮＰＯ法施行令 公布 

平成29年 １月31日 改正ＮＰＯ法施行規則 公布 

 ４月１日 改正ＮＰＯ法、施行令、施行規則 施行（注） 

 
（※）一部（貸借対照表の公告）の施行日については、公布日から２年６ヶ月を超えない範

囲内において政令で定める日としており、平成 30年 10月１日施行を目指し準備作業中。 

 

 

２．施行に向けた準備状況 
 

⑴ 所轄庁における条例改正手続き 

67所轄庁のうち、20団体が 12月議会までに改正済。 

残りの団体においても、２～３月議会で改正予定。 

※海外送金を行う際の事前届出の廃止、「仮認定」から「特例認定」への名称変更等を反映。 

 

⑵ 法改正の内容及び施行期日を周知するためのリーフレットの作成 

施行期日を定める政令の公布に合わせ、内閣府ＮＰＯホームページに掲載。 

 

⑶ 特定非営利活動促進法に係る諸手続の手引きの作成 

３月上旬に内閣府ＮＰＯホームページに掲載予定。 

 

⑷ Ｑ＆Ａ集の作成 

３月上旬に内閣府ＮＰＯホームページに掲載予定。 

 

⑸ 内閣府ポータルサイトの改修 

平成 29年度中に所要のシステム改修を完了させる予定。 
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特
定
⾮
営
利
活
動
促
進
法

改
正
の
ご
案
内

平
成
28
年
６
月
、

特
定
非
営
利
活
動
促
進
法
が

改
正
さ
れ
ま
し
た
。

事
業
報
告
書
等

の
備
置
期
間
が

約
５
年

に
延
⻑

（
平
成
2
9
年
２
⽉
１
⽇
時
点
）

貸
借
対
照
表
の

公
告
が
必
要
に

資
産
の
総
額
の

登
記
が
不
要
に

※
施
⾏
⽇
は
別
途
政
令
で

決
定
さ
れ
ま
す
。

ハ
ー
テ
ィ
ー
く
ん

平
成
2
8
年
度
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

◆
全
て
の
N
P
O
法
⼈
の
み
な
さ
ま
へ

事
業
報
告
書
等
の
備
置
期
間
が
延
⻑
さ
れ
ま
す
。


事
業
報
告
書
等
を
事
務
所
に
備
え
置
く
期
間
が
、
「
翌
々
事
業
年
度
の
末
⽇
ま
で
」

(約
3
年
間
)か
ら
、
「
作
成
の
⽇
か
ら
起
算
し
て
５
年
が
経
過
し
た
⽇
を
含
む
事
業
年
度

の
末
⽇
ま
で
の
間
」
(約

5
年
間
)と
な
り
ま
す
（
法
第
2
8
条
関
係
）
。


所
轄
庁
で
閲
覧
・
謄
写
が
で
き
る
書
類
も
、
過
去
５
年
間
に
提
出
さ
れ
た
書
類
と
な
り
ま
す

（
法
第
3
0
条
関
係
）
。

Q
.い

つ
か

ら
備

置
期

間
が

延
⻑

さ
れ

ま
す

か
？

-A
. 平

成
29

年
４

⽉
１

⽇
以

後
に

開
始

す
る

事
業

年
度

に
関

す
る

書
類

か
ら適

⽤
に

な
りま

す
。

例
え

ば
、４

⽉
〜

３
⽉

を
事

業
年

度
とす

る
法

⼈
に

つ
い

て
は

、平
成

29
年

度
の

事
業

報
告

書
等

か
ら

対
象

とな
りま

す
。

Q
.備

置
期

間
が

延
⻑

さ
れ

る
書

類
に

は
何

が
含

ま
れ

ま
す

か
？

-A
.前

事
業

年
度

の
事

業
報

告
書

、活
動

計
算

書
、貸

借
対

照
表

、財
産

⽬
録

、年
間

役
員

名
簿

、
社

員
名

簿
（

前
事

業
年

度
末

⽇
に

お
け

る
社

員
の

うち
10

⼈
以

上
の

者
の

⽒
名

等
を

記
載

した
書

⾯
）

が
対

象
とな

りま
す

（
法

第
28

条
第

１
項

の
書

類
）

。

Q
.い

つ
か

ら
備

置
期

間
が

延
⻑

さ
れ

ま
す

か
？

-A
. 平

成
29

年
４

⽉
１

⽇
以

後
に

開
始

す
る

事
業

年
度

に
関

す
る

書
類

か
ら適

⽤
に

な
りま

す
。

例
え

ば
、４

⽉
〜

３
⽉

を
事

業
年

度
とす

る
法

⼈
に

つ
い

て
は

、平
成

29
年

度
の

事
業

報
告

書
等

か
ら

対
象

とな
りま

す
。

Q
.備

置
期

間
が

延
⻑

さ
れ

る
書

類
に

は
何

が
含

ま
れ

ま
す

か
？

-A
.前

事
業

年
度

の
事

業
報

告
書

、活
動

計
算

書
、貸

借
対

照
表

、財
産

⽬
録

、年
間

役
員

名
簿

、
社

員
名

簿
（

前
事

業
年

度
末

⽇
に

お
け

る
社

員
の

うち
10

⼈
以

上
の

者
の

⽒
名

等
を

記
載

した
書

⾯
）

が
対

象
とな

りま
す

（
法

第
28

条
第

１
項

の
書

類
）

。

認
証
申
請
時
等
の
添
付
書
類
の
縦
覧
期
間
が
短
縮
さ
れ
ま

す
。


所
轄
庁
が
認
証
時
等
に
⾏
う
現
⾏
２
か
⽉
間
の
縦
覧
期
間
に
つ
い
て
、
１
か
⽉
間
に
短
縮

さ
れ
、
よ
り
迅
速
な
⼿
続
き
が
可
能
と
な
り
ま
す
（
法
第
1
0
条
第
２
項
関
係
）
。

Q
.定

款
の

変
更

や
、合

併
の

申
請

の
際

の
縦

覧
期

間
も

短
縮

さ
れ

ま
す

か
？

-A
. 定

款
変

更
の

申
請

（
法

第
25

条
第

５
項

）
、合

併
の

認
証

の
申

請
（

法
第

34
条

第
５

項
）

の
場

合
の

縦
覧

期
間

も
同

様
に

短
縮

され
ま

す
。

Q
.定

款
の

変
更

や
、合

併
の

申
請

の
際

の
縦

覧
期

間
も

短
縮

さ
れ

ま
す

か
？

-A
. 定

款
変

更
の

申
請

（
法

第
25

条
第

５
項

）
、合

併
の

認
証

の
申

請
（

法
第

34
条

第
５

項
）

の
場

合
の

縦
覧

期
間

も
同

様
に

短
縮

され
ま

す
。

内
閣
府
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
⼈
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
に
お
け
る
情
報
提
供
の
拡
⼤


N
P
O
法
⼈
や
所
轄
庁
は
、
N
P
O
法
⼈
の
信
頼
性
の
更
な
る
向
上
を
図
る
た
め
、
内
閣
府

N
P
O
法
⼈
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
に
お
い
て
積
極
的
な
情
報
の
公
表
に
努
め
る
よ
う
お
願
い

し
ま
す
（
法
第
7
2
条
第
２
項
関
係
）
。

※
情
報
提
供
の
拡
⼤
に
つ
い
て
は
、
改
正
法
の
公
布
の
⽇
（
平
成
2
8
年
6
⽉
7
⽇
）
に
施
⾏
さ
れ
て
い
ま
す
。

Q
&
A

内
閣
府

政
策
統
括
官
（
経
済
社
会
シ
ス
テ
ム
担
当
）
付

参
事
官
（
共
助
社
会
づ
く
り
推
進
担
当
）
付

〒
1
0
0
‐8
9
1
4
東
京
都
千
代
⽥
区
永
⽥
町
1
‐6
‐1

電
話
:0
3
‐5
2
5
3
‐2
1
1
1
（
⼤
代
表
）

＜
内
閣
府
N
P
O
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
＞

h
tt
p
:/
/w

w
w
.n
p
o
‐h
o
m
ep

ag
e.
go
.jp

/

（
参
考
）
内
閣
府
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
⼈
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
ご
利
⽤
に
つ
い
て

h
tt
p
s:
//
w
w
w
.n
p
o
‐h
o
m
ep

ag
e.
go
.jp

/n
ew

s/
1
6
0
9
0
1
n
ew

s‐
n
p
o
‐i
n
fo

ハ
ー
テ
ィ
ー
く
ん
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貸
借
対
照
表
の
公
告
が
必
要
に
な
り
ま
す
。


毎
年
度
、
貸
借
対
照
表
を
公
告

(注
1
) す
る
⽅
式
と
な
り
、
「
資
産
の
総
額
」
の
登
記
が
不

要
と
な
り
ま
す
（
法
第
2
8
条
の
２
関
係
）
。


公
告
⽅
法
は
、
①
官
報
に
掲
載
、
②
時
事
に
関
す
る
事
項
を
掲
載
す
る
⽇
刊
新
聞
紙
に

掲
載
、
③
電
⼦
公
告
（
法
⼈
の
H
P
等
）
、
④
不
特
定
多
数
の
者
が
公
告
す
べ
き
内
容
で
あ

る
情
報
を
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
る
状
態
に
置
く
措
置

(注
2
) が
あ
り
ま
す
。


公
告
⽅
法
は
定
款
で
定
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

（
注
1
）
貸
借
対
照
表
の
公
告
に
係
る
規
定
（
法
第
2
8
条
の
２
）
の
施
⾏
⽇
は
平
成
29
年
４
⽉
１
⽇
で
は
な
く
、
別
途
、
政
令
で

定
め
る
⽇
（
公
布
の
⽇
か
ら
2
年
6
か
⽉
以
内
）
と
な
り
ま
す
。
そ
れ
ま
で
は
「
資
産
の
総
額
」
の
登
記
が
必
要
で
す
。

（
注
2
）
「
法
⼈
の
主
た
る
事
務
所
の
公
衆
の
⾒
や
す
い
場
所
へ
の
掲
⽰
」
(１
年
間
)と
し
て
施
⾏
規
則
で
規
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

◆
全
て
の
N
P
O
法
⼈
の
み
な
さ
ま
へ
（
続
き
）

Q
. い

つ
時

点
の

貸
借

対
照

表
か

ら
公

告
が

必
要

とな
りま

す
か

？
-A

. 貸
借

対
照

表
に

係
る

規
定

の
施

⾏
⽇

を
平

成
30

年
10

⽉
１

⽇
と仮

定
す

る
と、

平
成

30
年

10
⽉

１
⽇

以
後

に
作

成
す

る
貸

借
対

照
表

が
対

象
とな

りま
す

。
た

だ
し、

平
成

30
年

９
⽉

30
⽇

以
前

に
作

成
した

貸
借

対
照

表
で

直
近

の
も

の
（

特
定

貸
借

対
照

表
）

に
つ

い
て

も
公

告
す

る
必

要
が

あ
りま

す
。こ

の
場

合
、①

施
⾏

⽇
（

平
成

30
年

10
⽉

１
⽇

（
仮

定
）

）
ま

で
に

公
告

す
る

か
、②

施
⾏

⽇
以

後
遅

滞
な

く公
告

す
る

必
要

が
あ

りま
す

。

Q
. ど

の
程

度
の

期
間

、公
告

が
必

要
で

す
か

？
-A

. 官
報

掲
載

、⽇
刊

新
聞

紙
掲

載
の

場
合

は
、１

度
掲

載
す

る
こと

で
公

告
とな

りま
す

が
、電

⼦
公

告
を

選
択

す
る

場
合

は
、約

５
年

間
、継

続
して

公
告

（
注

）
す

る
必

要
が

あ
りま

す
。

（
注

）
貸

借
対

照
表

の
作

成
の

⽇
か

ら起
算

して
５

年
が

経
過

した
⽇

を
含

む
事

業
年

度
の

末
⽇

ま
で

の
間

。
例

え
ば

、４
⽉

〜
３

⽉
を

事
業

年
度

とす
る

法
⼈

が
、平

成
30

年
度

の
貸

借
対

照
表

を
平

成
31

年
６

⽉
１

⽇
に

作
成

した
場

合
、平

成
37

年
３

⽉
31

⽇
ま

で
継

続
して

公
告

す
る

必
要

が
あ

りま
す

。

Q
. 既

に
定

款
で

公
告

⽅
法

を
定

め
て

い
る

場
合

、定
款

変
更

は
必

要
あ

りま
せ

ん
か

？
-A

. 既
に

定
款

で
定

め
た

公
告

⽅
法

に
変

更
が

な
い

場
合

は
、貸

借
対

照
表

の
公

告
も

そ
の

⽅
法

で
⾏

って
い

た
だ

くこ
とと

な
りま

す
。例

え
ば

、定
款

に
「こ

の
法

⼈
の

公
告

は
、こ

の
法

⼈
の

掲
⽰

場
に

掲
⽰

す
る

とと
も

に
、

官
報

に
掲

載
して

⾏
う。

」と
規

定
され

て
い

る
場

合
は

、貸
借

対
照

表
に

つ
い

て
も

掲
⽰

場
へ

の
掲

⽰
と官

報
掲

載
が

必
要

とな
りま

す
。

貸
借

対
照

表
の

公
告

を
、現

⾏
定

款
で

規
定

さ
れ

て
い

る
⽅

法
とは

別
の

⽅
法

とす
る

こと
は

可
能

で
あ

り、
そ

の
場

合
は

定
款

変
更

が
必

要
（

注
）
とな

りま
す

。（
例

え
ば

、上
記

の
法

⼈
が

電
⼦

公
告

を
選

択
す

る
場

合
）

（
注

）
特

定
貸

借
対

照
表

の
公

告
ま

で
に

定
款

を
変

更
す

る
必

要
が

あ
りま

す
。

Q
. い

つ
時

点
の

貸
借

対
照

表
か

ら
公

告
が

必
要

とな
りま

す
か

？
-A

. 貸
借

対
照

表
に

係
る

規
定

の
施

⾏
⽇

を
平

成
30

年
10

⽉
１

⽇
と仮

定
す

る
と、

平
成

30
年

10
⽉

１
⽇

以
後

に
作

成
す

る
貸

借
対

照
表

が
対

象
とな

りま
す

。
た

だ
し、

平
成

30
年

９
⽉

30
⽇

以
前

に
作

成
した

貸
借

対
照

表
で

直
近

の
も

の
（

特
定

貸
借

対
照

表
）

に
つ

い
て

も
公

告
す

る
必

要
が

あ
りま

す
。こ

の
場

合
、①

施
⾏

⽇
（

平
成

30
年

10
⽉

１
⽇

（
仮

定
）

）
ま

で
に

公
告

す
る

か
、②

施
⾏

⽇
以

後
遅

滞
な

く公
告

す
る

必
要

が
あ

りま
す

。

Q
. ど

の
程

度
の

期
間

、公
告

が
必

要
で

す
か

？
-A

. 官
報

掲
載

、⽇
刊

新
聞

紙
掲

載
の

場
合

は
、１

度
掲

載
す

る
こと

で
公

告
とな

りま
す

が
、電

⼦
公

告
を

選
択

す
る

場
合

は
、約

５
年

間
、継

続
して

公
告

（
注

）
す

る
必

要
が

あ
りま

す
。

（
注

）
貸

借
対

照
表

の
作

成
の

⽇
か

ら起
算

して
５

年
が

経
過

した
⽇

を
含

む
事

業
年

度
の

末
⽇

ま
で

の
間

。
例

え
ば

、４
⽉

〜
３

⽉
を

事
業

年
度

とす
る

法
⼈

が
、平

成
30

年
度

の
貸

借
対

照
表

を
平

成
31

年
６

⽉
１

⽇
に

作
成

した
場

合
、平

成
37

年
３

⽉
31

⽇
ま

で
継

続
して

公
告

す
る

必
要

が
あ

りま
す

。

Q
. 既

に
定

款
で

公
告

⽅
法

を
定

め
て

い
る

場
合

、定
款

変
更

は
必

要
あ

りま
せ

ん
か

？
-A

. 既
に

定
款

で
定

め
た

公
告

⽅
法

に
変

更
が

な
い

場
合

は
、貸

借
対

照
表

の
公

告
も

そ
の

⽅
法

で
⾏

って
い

た
だ

くこ
とと

な
りま

す
。例

え
ば

、定
款

に
「こ

の
法

⼈
の

公
告

は
、こ

の
法

⼈
の

掲
⽰

場
に

掲
⽰

す
る

とと
も

に
、

官
報

に
掲

載
して

⾏
う。

」と
規

定
され

て
い

る
場

合
は

、貸
借

対
照

表
に

つ
い

て
も

掲
⽰

場
へ

の
掲

⽰
と官

報
掲

載
が

必
要

とな
りま

す
。

貸
借

対
照

表
の

公
告

を
、現

⾏
定

款
で

規
定

さ
れ

て
い

る
⽅

法
とは

別
の

⽅
法

とす
る

こと
は

可
能

で
あ

り、
そ

の
場

合
は

定
款

変
更

が
必

要
（

注
）
とな

りま
す

。（
例

え
ば

、上
記

の
法

⼈
が

電
⼦

公
告

を
選

択
す

る
場

合
）

（
注

）
特

定
貸

借
対

照
表

の
公

告
ま

で
に

定
款

を
変

更
す

る
必

要
が

あ
りま

す
。

Q
&
A

※
改
正
内
容
の
詳
細
は
内
閣
府
N
P
O
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「

h
tt
p
s:
//
w
w
w
.n
p
o
‐h
o
m
ep

ag
e.
go
.jp
/k
ai
se
i」
を
参
照
く
だ
さ
い
。

ハ
ー
テ
ィ
ー
く
ん

平
成
2
8
年
度
改
正
の
ポ
イ
ン
ト

◆
認
定
・
仮
認
定
法
⼈
の
み
な
さ
ま
へ

仮
認
定
N
P
O
法
⼈
の
名
称
が
変
更
に
な
り
ま
す
。


「
仮
認
定
特
定
⾮
営
利
活
動
法
⼈
」
が
「
特
例
認
定
特
定
⾮
営
利
活
動
法
⼈
」
と
変
更
。

Q
. 特

例
認

定
を

受
け

る
た

め
の

基
準

に
変

更
は

あ
りま

す
か

？
-A

. 変
更

は
あ

りま
せ

ん
。

Q
. 既

に
仮

認
定

を
受

け
て

い
る

法
⼈

は
、再

度
申

請
を

す
る

必
要

が
あ

りま
す

か
？

-A
. 既

に
仮

認
定

を
受

け
て

い
る

法
⼈

は
、施

⾏
⽇

（
平

成
29

年
４

⽉
１

⽇
）

以
後

は
、特

例
認

定
を

受
け

た
法

⼈
とみ

な
され

、有
効

期
間

は
、仮

認
定

の
有

効
期

間
の

残
りの

期
間

とな
りま

す
。

Q
. 特

例
認

定
を

受
け

る
た

め
の

基
準

に
変

更
は

あ
りま

す
か

？
-A

. 変
更

は
あ

りま
せ

ん
。

Q
. 既

に
仮

認
定

を
受

け
て

い
る

法
⼈

は
、再

度
申

請
を

す
る

必
要

が
あ

りま
す

か
？

-A
. 既

に
仮

認
定

を
受

け
て

い
る

法
⼈

は
、施

⾏
⽇

（
平

成
29

年
４

⽉
１

⽇
）

以
後

は
、特

例
認

定
を

受
け

た
法

⼈
とみ

な
され

、有
効

期
間

は
、仮

認
定

の
有

効
期

間
の

残
りの

期
間

とな
りま

す
。

海
外
送
⾦
等
に
関
す
る
書
類
が
事
後
提
出
に
な
り
ま
す
。


2
0
0
万
円
を
超
え
る
海
外
へ
の
送
⾦
⼜
は
⾦
銭
の
持
ち
出
し
に
関
す
る
書
類
に
つ
い
て

は
、
そ
の
都
度
所
轄
庁
へ
の
事
前
提
出
が
必
要
で
し
た
が
、
⾦
額
に
か
か
わ
ら
ず
、
毎
事

業
年
度
１
回
の
事
後
提
出
と
な
り
ま
す
（
旧
法
第
5
4
条
第
４
項
等
関
係
）
。

Q
. い

つ
の

時
点

の
海

外
送

⾦
等

ま
で

、事
前

届
出

が
必

要
とな

りま
す

か
？

-A
. 施

⾏
⽇

の
平

成
29

年
４

⽉
１

⽇
を

含
む

事
業

年
度

の
20

0万
円

超
の

海
外

送
⾦

等
は

従
来

どお
り事

前
の

書
類

作
成

、備
置

き
、所

轄
庁

へ
の

提
出

が
必

要
とな

りま
す

。
例

え
ば

、４
⽉

〜
３

⽉
を

事
業

年
度

とす
る

法
⼈

の
場

合
、平

成
29

年
度

中
の

20
0万

円
超

の
海

外
送

⾦
等

に
つ

い
て

は
従

来
どお

り事
前

の
書

類
作

成
等

が
必

要
とな

りま
す

。

Q
. い

つ
の

時
点

の
海

外
送

⾦
等

ま
で

、事
前

届
出

が
必

要
とな

りま
す

か
？

-A
. 施

⾏
⽇

の
平

成
29

年
４

⽉
１

⽇
を

含
む

事
業

年
度

の
20

0万
円

超
の

海
外

送
⾦

等
は

従
来

どお
り事

前
の

書
類

作
成

、備
置

き
、所

轄
庁

へ
の

提
出

が
必

要
とな

りま
す

。
例

え
ば

、４
⽉

〜
３

⽉
を

事
業

年
度

とす
る

法
⼈

の
場

合
、平

成
29

年
度

中
の

20
0万

円
超

の
海

外
送

⾦
等

に
つ

い
て

は
従

来
どお

り事
前

の
書

類
作

成
等

が
必

要
とな

りま
す

。

役
員
報
酬
規
程
等
の
備
置
期
間
が
延
⻑
さ
れ
ま
す
。


役
員
報
酬
規
程
等
を
事
務
所
に
備
え
置
く
期
間
が
「
翌
々
事
業
年
度
の
末
⽇
ま
で
」

(約
3
年
間
)か
ら
、
「
作
成
の
⽇
か
ら
起
算
し
て
５
年
が
経
過
し
た
⽇
を
含
む
事
業
年
度
の

末
⽇
ま
で
の
間
」
(約

5
年
間
)と
な
り
ま
す
（
法
第
5
4
条
第
２
項
関
係
）
。


平
成
2
9
年
4
⽉
1
⽇
以
降
に
開
始
す
る
事
業
年
度
の
書
類
か
ら
適
⽤
さ
れ
ま
す
。


所
轄
庁
で
閲
覧
・
謄
写
が
で
き
る
書
類
も
、
過
去
５
年
間
に
提
出
さ
れ
た
書
類
と
な
り
ま
す

（
法
第
5
6
条
関
係
）
。

Q
.い

つ
か

ら
備

置
期

間
が

延
⻑

さ
れ

ま
す

か
？

-A
. 平

成
29

年
４

⽉
１

⽇
以

後
に

開
始

す
る

事
業

年
度

に
関

す
る

役
員

報
酬

規
程

等
に

係
る

書
類

及
び

平
成
2
9
年
４
⽉
１
⽇
以
後
に
⾏
わ
れ
る
助
成
⾦
の
⽀
給
に
係
る
書
類

か
ら適

⽤
に

な
りま

す
。

例
え

ば
、４

⽉
〜

３
⽉

を
事

業
年

度
とす

る
法

⼈
に

つ
い

て
は

、平
成

29
年

度
の

役
員

報
酬

規
程

等
及

び
平

成
29

年
度

に
⾏

う助
成

⾦
の

⽀
給

か
ら対

象
とな

りま
す

。
Q

.備
置

期
間

が
延

⻑
さ

れ
る

書
類

に
は

何
が

含
ま

れ
ま

す
か

？
-A

.前
事

業
年

度
の

役
員

報
酬

⼜
は

職
員

給
与

の
⽀

給
に

関
す

る
規

程
な

ど法
第

54
条

第
２

項
第

２
号

〜
第

４
号

の
書

類
及

び
助

成
⾦

の
⽀

給
を

⾏
った

際
の

実
績

書
類

（
法

第
54

条
第

３
項

）
が

対
象

とな
りま

す
。

Q
.い

つ
か

ら
備

置
期

間
が

延
⻑

さ
れ

ま
す

か
？

-A
. 平

成
29

年
４

⽉
１

⽇
以

後
に

開
始

す
る

事
業

年
度

に
関

す
る

役
員

報
酬

規
程

等
に

係
る

書
類

及
び

平
成
2
9
年
４
⽉
１
⽇
以
後
に
⾏
わ
れ
る
助
成
⾦
の
⽀
給
に
係
る
書
類

か
ら適

⽤
に

な
りま

す
。

例
え

ば
、４

⽉
〜

３
⽉

を
事

業
年

度
とす

る
法

⼈
に

つ
い

て
は

、平
成

29
年

度
の

役
員

報
酬

規
程

等
及

び
平

成
29

年
度

に
⾏

う助
成

⾦
の

⽀
給

か
ら対

象
とな

りま
す

。
Q

.備
置

期
間

が
延

⻑
さ

れ
る

書
類

に
は

何
が

含
ま

れ
ま

す
か

？
-A

.前
事

業
年

度
の

役
員

報
酬

⼜
は

職
員

給
与

の
⽀

給
に

関
す

る
規

程
な

ど法
第

54
条

第
２

項
第
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放課後児童健全育成事業
～ 年金特別会計 子ども・子育て支援勘定（内閣府所管） ～ 

「ニッポン一億総活躍プラン」を踏まえ、「放課後子ども総合プラン」に掲げる放課後児童クラ

ブの約122万人分の受け皿確保について平成30年度末までの達成を目指す（計画の前倒し）ととも

に、放課後児童支援員等の処遇改善など目標達成を支えるための人材確保や子どもへの質の高い支

援を実現するための支援の充実を図る。 

（主な内容） 
○ 放課後児童健全育成事業

・運営費補助基準額の増額【拡充】

支援の単位の児童数が40人の場合 

基準額：374.4万円［総事業費748.8万円］→430.6万円［総事業費861.2万円］ 

   ・長期休暇期間中に利用を希望する子どもの受入れ推進（基準額(日額)1.7万円）【新規】 

○ 放課後子ども環境整備事業（放課後児童クラブ設置促進事業及び放課後児童クラブ環境改善

事業） 

・民家・アパート等を活用して実施する放課後児童クラブにおいて、防災対策として既存 

施設の改修や備品購入等を行う場合を補助対象に追加【拡充】 

○ 放課後児童クラブ支援事業（放課後児童クラブ運営支援事業（移転関連費用補助））

・民家・アパート等を活用して実施する放課後児童クラブについて、より安全性の高い場所

に移転する場合を補助対象に追加【拡充】 

○ 障害児受入強化推進事業

・国庫補助要件の障害児受入数の要件緩和（５人以上→３人以上）【拡充】

・医療的ケア児に対応する職員配置等への支援（基準額：384.7万円）【新規】

○ 放課後児童支援員の経験等に応じた処遇改善【新規】

・放課後児童支援員の勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善の実施

基準額：（職員１人あたり年額）12.4万円～37.2万円 

１．事業内容 
（１）放課後児童健全育成事業 

児童福祉法第６条の３第２項の規定に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小

学校に就学している児童に対し、授業の終了後等に小学校の余裕教室や児童館等において適

切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。 

（２）放課後子ども環境整備事業 
小学校の余裕教室など既存施設を活用して、新たに放課後児童クラブを実施するための改

修等や、既存のクラブにおける障害児の受入れや防災対策のために必要な改修等を実施する。 

また、量的拡充のための市町村への支援策として、一体型の放課後児童クラブ・放課後子

供教室の強力な推進や、幼稚園・認定こども園等の活用の促進を図る。 

（３）放課後児童クラブ支援事業 
障害児受入れクラブへの専門的知識等を有する職員の配置のほか、量的拡充のため、待機

児童が存在している地域において、学校敷地外の民家・アパート等を活用して放課後児童ク
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ラブを新たに運営するために必要な賃借料補助、児童数の増加に伴い、実施場所を移転して

新たな受け皿を確保する際や児童の安全の確保のために必要な移転関連費用の補助、民間団

体等が学校敷地外の土地を活用して放課後児童クラブを設置する際に必要な土地借料の補

助、小学校敷地外の放課後児童クラブへの送迎支援など、クラブの円滑な運営を支援する。 

（４）質の向上 
放課後児童支援員等の処遇の改善に取り組むとともに、18 時半を超えて事業を行う放課後

児童クラブに対する職員の賃金改善等に必要な経費の補助、障害児を３名以上受け入れた場

合の加配職員の人件費等の補助、小規模クラブ（19 人以下）への複数職員配置のための人件

費の加算を行う。 

（５）放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業（仮称） 
放課後児童支援員に対し、勤続年数や研修実績等に応じた処遇改善を図るために必要な経

費の補助を行う。 

２．補助根拠  法律補助（子ども・子育て支援法第 68 条第 2 項）

３．実施主体  市町村（特別区を含む。） 

４．補 助 率 １／３（国１／３、都道府県１／３、市町村１／３） 

13



地 域 子 育 て 支 援 拠 点 事 業 
～ 年金特別会計子ども・子育て支援勘定 ～  

（「子ども・子育て支援交付金」に計上） 

（主な内容） 
○市町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえ事業を推進する。 

 
  
１．事業内容 

 ○基本事業（下記の４事業を全て実施） 
（１）子育て親子の交流の促進        （２）子育て等に関する相談の実施 
（３）子育て支援に関する情報の提供   （４）講習等の実施 

 
（１）一般型 

 常設の地域子育て支援拠点を開設し、基本事業を実施するとともに、出張ひろばや
地域との交流を実施する。また、多様な子育て支援活動の実施や関係機関等のネット
ワーク化を図り、よりきめ細かな支援を実施。 

（２）連携型 
児童福祉施設等多様な子育て支援に関する施設に親子が集う場を設け、子育て家庭

への支援を実施する。 
  

２．補助根拠  法律補助（子ども・子育て支援法第６８条第２項）  
 
３．実施主体  市町村（特別区を含む。） 
  
４．補 助 率  １／３（国１／３、都道府県１／３、市町村１／３） 
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一 時 預 か り 事 業 

～ 年金特別会計子ども・子育て支援勘定 ～ 
 

（「子ども・子育て支援交付金」に計上） 
 
（主な内容） 

○市町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえ事業を推進する。 

 
 
１．事業内容 

（１）一般型 

 家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、保育所その他の場

所で一時的に預かり、必要な保護を行う事業。（従前の地域密着Ⅱ型は当分の間実施可） 

（２）余裕活用型 

保育所等において、利用児童数が定員に達していない場合に、定員まで一時預かり事業とし

て受け入れる事業。 

（３）幼稚園型 

幼稚園、認定こども園に在籍している園児を主な対象として、一時的に預かり必要な保護を

行う事業。 

（４）居宅訪問型 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、乳幼児の居宅にお

いて一時的に預かり、必要な保護を行う事業。 

（５）緊急一時預かり 

   （１）及び（４）において、当分の間、待機児童解消に向けて緊急的に対応する施策を実施

する市町村に限り、定期的に預かることを本事業の対象とする。 

 

２．補助根拠  法律補助（子ども・子育て支援第６８条第２項） 
 
３．実施主体  市町村（特別区を含む。） 
 
４．補 助 率  １／３（国１／３、都道府県１／３、市町村１／３） 
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乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

～ 年金特別会計子ども・子育て支援勘定 ～ 
（「子ども・子育て支援交付金」に計上） 

 
（主な内容） 

○市町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえ事業を推進する。 
 

 
１．事業内容 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や

養育環境等の把握を行うなど、乳児のいる家庭と地域社会をつなぐ最初の機会とするこ

とにより、乳児家庭の孤立化を防ぐことを目的とする。 
（１）生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、下記の支援を行う。 

  ① 育児等に関する様々な不安や悩みを聞き、相談に応じるほか、子育て支援に関す

る情報提供等を行う。 
  ② 親子の心身の状況や養育環境等の把握及び助言を行い、支援が必要な家庭に対し

適切なサービス提供につなげる。 
（２）訪問スタッフには、保健師、助産師、看護師の他、保育士、母子保健推進員、愛

育班員、児童委員、子育て経験者等を幅広く登用する。 
（３）訪問結果により支援が必要と判断された家庭について、適宜、関係者によるケー

ス会議を行い、養育支援訪問事業をはじめとした適切なサービスの提供につなげ

る。 
 
２．補助根拠  法律補助（子ども・子育て支援法第６８条第２項） 
 
３．実施主体  市町村（特別区を含む。） 
 
４．補 助 率  １／３（国１／３、都道府県１／３、市町村１／３） 
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養 育 支 援 訪 問 事 業 

～ 年金特別会計子ども・子育て支援勘定 ～ 
 

（「子ども・子育て支援交付金」に計上） 
（主な内容） 

○市町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえ事業を推進する。 
○公的な支援につながっていない児童のいる家庭や、妊娠や子育てに不安を持ち、支

援を希望する家庭について、「養育支援訪問事業」の対象として明確化。 
○「育児家事援助」について、市町村が民間団体に委託して事業を行う場合、運営に

必要となる事務費にかかる補助を創設。 
 

 
１． 事業内容 

養育支援が特に必要であると判断される家庭に対して、保健師・助産師・保育士等が

居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行う。 
（１）乳児家庭等に対する支援 

妊娠期から乳幼児の保護者で積極的な支援が必要と認められる育児不安にある者

や精神的に不安定な状態等で支援が特に必要な状況に陥っている者等に対して、育児

支援や簡単な家事等の援助、相談・助言等の支援を行う。  
（２）不適切な養育状態にある家庭等に対する支援 

食事、衣服、生活環境等について不適切な養育状態にあり、定期的な支援や見守り

が必要な家庭、施設の退所等により児童が家庭復帰した後の家庭など生活面に配慮し

たきめ細かな支援が必要とされた家庭に対して、一定の目標・期限を設定した上で指

導・助言等の支援を行う。 
 
 
２．補助根拠   法律補助（子ども・子育て支援法第６８条第２項） 
 
３．実施主体  市町村（特別区を含む。） 
 
４．補 助 率  １／３（国１／３、都道府県１／３、市町村１／３） 
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利 用 者 支 援 事 業 
～ 年金特別会計子ども・子育て支援勘定 ～ 

 
 

（「子ども・子育て支援交付金」に計上） 

（主な内容） 
○市町村子ども・子育て支援事業計画を踏まえ事業を推進する。 

 
１．事業内容 
（１）基本型 
   子育て家庭などの「個別ニーズ」を把握し、それに応えるため、情報の集約・提供、

相談等の利用支援を行うとともに、関係機関との連絡調整、連携、協働の体制づくり
等を実施する。 

（２）特定型 
保育所などの特定施設・事業に関する子育て家庭の「個別ニーズ」を把握し、それ

に応える保育所等の特定の施設・事業の利用支援を実施する。 
（３）母子保健型 
   妊娠期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して総合的相談支援を行うと

ともに、保健師等の専門職が全ての妊産婦等の状況を継続的に把握し、必要に応じて
支援プランを策定する。 
 

２．補助根拠  法律補助（子ども・子育て支援法第６８条第２項） 
 
３．実施主体  市町村（特別区を含む。） 
 
４．補 助 率  １／３（国１／３、都道府県１／３、市町村１／３） 
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子ども・子育て支援整備交付金
～年金特別会計 子ども・子育て支援 ～勘定（内閣府所管）

（主な内容）
○ 市町村が、子ども・子育て支援法における市町村子ども・子育て支援事業計画及び放

課後子ども総合プランに基づき、放課後児童クラブを整備するために要する経費の一部
を補助。

・放課後児童クラブ整備箇所数 １，１６９箇所

○ 市町村が、子ども・子育て支援法における市町村子ども・子育て支援事業計画に基づ
き、病児保育事業を実施するために必要となる施設を整備するために要する経費の一部
を補助。

・病児保育事業を実施するために必要となる施設の整備箇所数 ２２０箇所

１．事業内容
放課後児童健全育成事業及び病児保育事業を実施するため施設整備等に要する経費を補助。

２．補助根拠 法律補助

３．実施主体 市町村（特別区を含む。）

４．補 助 率
（１）放課後児童クラブ

〔市町村が整備を行う場合〕
国１／３、都道府県１／３、市町村１／３

〔市町村が社会福祉法人等が行う施設の整備に対して補助を行う場合〕
国２／９、都道府県２／９、市町村２／９、社会福祉法人等１／３

注：放課後児童クラブや保育所等の待機児童が発生している、又は待機児童解消加速化プ
ランに参加している場合は、補助率の嵩上げを実施
〔市町村が整備を行う場合〕

国２／３、都道府県１／６、市町村１／６
〔市町村が社会福祉法人等が行う施設の整備に対して補助を行う場合〕

国１／２、都道府県１／８、市町村１／８、社会福祉法人等１／４
（２）病児保育

〔市町村が整備を行う場合〕
国１／３、都道府県１／３、市町村１／３

〔市町村が社会福祉法人等が行う施設の整備に対して補助を行う場合〕
国３／１０、都道府県３／１０、市町村３／１０、社会福祉法人等１／１０
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る
⼥
性
活
躍
推
進
モ
デ
ル
事
業

２
８
年
度
概
算
決
定
額

２
３
百
万
円
（
2７

年
度
予
算
額

２
３
百
万
円
）

•
女
性
の
活
躍
推
進
に
は
潜
在
化
し
て
い
る
女
性
の
能
力
を
最
大
限
発
揮
で
き
る
よ
う
支
援
を
行
う
こ
と
が
必
要
。

•
地
域
の
実
情
に
合
わ
せ
た
女
性
の
活
躍
促
進
に
向
け
た
先
進
的
な
取
組
を
試
行
的
に
実
践
し
、
検
証

す
る
こ
と
で
、
そ
の
効
果

や
課

題
を
明

ら
か

に
し
、
事
業
成
果
を
広
く
共
有
す
る
こ
と
に
よ
り
、
モ
デ
ル
的
な
取
組
の

他
地
域
へ
の
横
展
開
を
図

る
。

•
育
児
・
介
護
等
の
経
験
を
生
か
し
た
地
域
活
動
等
、
民
間
団
体
の
知
見
・
ノ
ウ
ハ
ウ
を
活
か
し
て
柔
軟
か
つ
き
め
細
か
に
地
域

の
課
題
を
解
決
す
る
先
進
的
な
取
組
を
試
行
的
に
実
践
し
、
他
地
域
に
お
い
て
実
施
可
能
な
取
組
モ
デ
ル
を
構
築
す
る
。

～
地

域
で
活

躍
し
た
い
と
考

え
る
女

性
の

チ
ャ
レ
ン
ジ
を
支

援
～

内
閣

府

モ
デ
ル

的
取

組
の

実
施

（
民
間
団
体
）

全
国

６
か

所

１
団

体
当

た
り
３
２
０
万

円
程

度

事
業
委
嘱

成
果
の
還
元

報
告
・
検
証

成
果

を
情

報
発

信
・
共

有
す
る
こ
と

に
よ
り
、
モ
デ
ル

的
な
取

組
の

他
地

域
へ

の
横

展
開

を
図

る
（
Ｈ
Ｐ
コ
ン

テ
ン
ツ
等

）

育
児
・
介
護
等
の
経
験
を
活
か
し
た
地
域
活
動
へ
の
参
画
や
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
・
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
立
ち
上
げ
等
、
女
性
の
活
躍

促
進
に
資
す
る
先
進
的
な
事
業
の
う
ち
、
他
の
地
域
に
横
展
開

す
る
こ
と
が
可
能
な
ノ
ウ
ハ
ウ
の
構
築
を
目
指
し
た
取
組
。

具
体
的
に
は
、
以
下
の
も
の
が
考
え
ら
れ
る
。

①
先
導
的
な
発
想
や
手
法
等
を
活
用
し
て
、
女
性
の
活
躍
に
よ

り
、
当
該
地
域
の
課
題
（
子
育
て
、
介
護
・
福
祉
、
地
域
防
災
、
産

業
振
興
、
観
光
資
源
の
開
発
、
男
性
の
家
事
参
加
等
）
を
解
決

す
る
取
組

②
当
該
地
域
に
お
け
る
生
活
に
困
難
を
抱
え
る
女
性
（
母
子
家

庭
の
母
、
若
年
無
業
女
性
、
Ｄ
Ｖ
被
害
者
等
）
を
支
援
す
る
取
組

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

活
動
（
イ
メ
ー
ジ
）

⽬
的

事
業
内
容

事
業
ス
キ
ー
ム

事
業
例

※
平
成
2
7
年
度

＜
事

業
例

＞

【
実

施
主

体
】
（
特

活
）
女

性
と
子

ど
も
支

援
セ
ン
タ
ー
ウ
ィ
メ
ン
ズ
ネ
ッ
ト
・
こ
う
べ

生
活

困
難

を
抱

え
る
女

性
へ

の
保

育
付

き
学

習
支

援
DV

被
害
女
性
、
シ
ン
グ
ル
マ
ザ
ー
、
若
年
無
業
女
性
等
を
対
象
に
、
高
校
卒

業
資
格
取
得
や
専
門
学
校
入
学
に
向
け
て
の
学
習
支
援
を
保
育
付
き
で
実
施
。

キ
ャ
リ
ア
相
談
や
普
及
の
た
め
の
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
も
実
施
。

【
実

施
主

体
】
（
特

活
）
ひ
ろ
し
ま
N
PO

セ
ン
タ
ー

災
害

時
の

地
域

女
性

リ
ー
ダ
ー
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
づ
く
り

地
域
の
様
々
な
団
体
に
所
属
す
る
女
性
た
ち
が
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構

築
し
、
災
害
時
に
女
性
の
声
が
反
映
さ
れ
る
よ
う
連
携
体
制
を
整
備
。

そ
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
活
か
し
、
災
害
時
避
難
所
運
営
マ
ニ
ュ
ア
ル
等

に
対
す
る
男
女
共
同
参
画
の
視
点
か
ら
の
提
言
等
を
実
施
。
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